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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持部と、
　可動部と、
　前記可動部が所定の軸線周りに揺動可能となるように、前記軸線上において前記可動部
を前記支持部に連結する連結部と、
　前記連結部の表面上に設けられた第１配線と、
　前記支持部上に設けられた第２配線と、を備え、
　前記第１配線を構成する第１金属材料は、前記第２配線を構成する第２金属材料よりも
剛性が高く、
　前記第２配線は、前記第１配線のうち前記支持部上に位置する第１接続部分における前
記支持部の反対側の表面に接続されている、アクチュエータ装置。
【請求項２】
　前記第１接続部分は、前記軸線から所定の距離離れている、請求項１記載のアクチュエ
ータ装置。
【請求項３】
　前記距離は、前記連結部の最小幅の１／２よりも大きい、請求項２記載のアクチュエー
タ装置。
【請求項４】
　前記第１配線の断面積は、前記第２配線の断面積よりも大きい、請求項１～３のいずれ
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か一項記載のアクチュエータ装置。
【請求項５】
　前記第１配線の幅は、前記第２配線の幅よりも大きい、請求項４記載のアクチュエータ
装置。
【請求項６】
　前記可動部に設けられたコイルと、
　前記コイルに磁界を作用させる磁界発生部と、
　前記可動部上に設けられ、前記コイルと電気的に接続された第３配線と、を更に備え、
　前記第１金属材料は、前記第３配線を構成する第３金属材料よりも剛性が高く、
　前記第３配線は、前記第１配線のうち前記可動部上に位置する第２接続部分における前
記可動部の反対側の表面に接続されている、請求項１～５のいずれか一項記載のアクチュ
エータ装置。
【請求項７】
　前記支持部及び前記可動部を支持する枠部を更に備え、
　前記支持部は、前記軸線と交差する軸線周りに揺動可能となるように、前記枠部に連結
されている、請求項１～６のいずれか一項記載のアクチュエータ装置。
【請求項８】
　前記可動部に設けられたミラーを更に備える、請求項１～７のいずれか一項記載のアク
チュエータ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばＭＥＭＳ（Micro　Electro　Mechanical　Systems）デバイスとして
構成されるアクチュエータ装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ＭＥＭＳデバイスとして、支持部と、可動部と、可動部が所定の軸線周りに揺動可能と
なるように、軸線上において可動部を支持部に連結する連結部と、連結部及び支持部上に
設けられた配線と、を備えるアクチュエータ装置が知られている。そのようなアクチュエ
ータ装置では、例えば可動部がその共振周波数レベル（数ＫＨｚ～数十ＫＨｚ）で高速に
揺動される場合がある。そのような場合、配線が連結部上において金属疲労を起こし、特
性の劣化、断線等に繋がるおそれがある。
【０００３】
　上述したような問題を解決するために、高剛性の金属材料により構成される第１配線を
連結部上に設け、支持部上の低応力領域において、当該第１配線と低剛性の金属材料によ
り構成される第２配線とを互いに電気的に接続する技術が提案されている（例えば、特許
文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第８２１８２１８号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明者は、第１配線と第２配線との電気的な接続位置を支持部上に配置することに加
え、第１配線と第２配線との電気的な接続構造を工夫することで、連結部及び支持部上に
設けられた配線の劣化をより一層抑制し得ることを見出した。
【０００６】
　本発明は、連結部及び支持部上に設けられた配線の劣化を抑制することができるアクチ
ュエータ装置を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明のアクチュエータ装置は、支持部と、可動部と、可動部が所定の軸線周りに揺動
可能となるように、軸線上において可動部を支持部に連結する連結部と、連結部上に設け
られた第１配線と、支持部上に設けられた第２配線と、を備え、第１配線を構成する第１
金属材料は、第２配線を構成する第２金属材料よりも剛性が高く、第２配線は、第１配線
のうち支持部上に位置する第１接続部分における支持部の反対側の表面に接続されている
。
【０００８】
　このアクチュエータ装置では、連結部上に設けられた第１配線を構成する第１金属材料
は、支持部上に設けられた第２配線を構成する第２金属材料よりも剛性が高い。これによ
り、連結部上に設けられた第１配線の劣化が抑制される。このとき、連結部及び支持部上
に設けられた配線全体が高剛性の金属材料で構成されることに起因する支持部の変形（反
り等）も抑制される。また、第１配線と第２配線とは、支持部上に位置する第１接続部分
において互いに接続されている。これにより、第１接続部分に作用する応力が低減される
ため、第１接続部分の劣化が抑制される。更に、第２配線は、第１接続部分における支持
部の反対側の表面において第１配線に接続されている。これにより、第１配線から第２配
線に作用する応力が支持部の反対側に逃がされるため、第１金属材料よりも剛性が低い第
２金属材料からなる第２配線の劣化が抑制される。よって、このアクチュエータ装置によ
れば、連結部及び支持部上に設けられた配線の劣化を抑制することができる。
【０００９】
　本発明のアクチュエータ装置では、第１接続部分は、軸線から所定の距離離れていても
よい。この構成によれば、支持部上において他の構成を設けるための領域を確保しつつ、
第１接続部分に作用する応力を低減させることができる。
【００１０】
　本発明のアクチュエータ装置では、上記距離は、連結部の最小幅の１／２倍よりも大き
くてもよい。この構成によれば、支持部上において他の構成を設けるための領域を確保し
つつ、第１接続部分に作用する応力をより一層低減させることができる。
【００１１】
　本発明のアクチュエータ装置では、第１配線の断面積は、第２配線の断面積よりも大き
くてもよい。この構成によれば、第２金属材料の比抵抗よりも第１金属材料の比抵抗が高
い場合でも、第１配線の抵抗値の増大を抑制することができる。
【００１２】
　本発明のアクチュエータ装置では、第１配線の幅は、第２配線の幅よりも大きくてもよ
い。この構成によれば、連結部の捩りが妨げられるのを抑制しつつ、第１配線の断面積を
確保して第１配線の抵抗値の増大を抑制することができる。
【００１３】
　本発明のアクチュエータ装置は、可動部に設けられたコイルと、コイルに磁界を作用さ
せる磁界発生部と、可動部上に設けられ、コイルと電気的に接続された第３配線と、を更
に備え、第１金属材料は、第３配線を構成する第３金属材料よりも剛性が高く、第３配線
は、第１配線のうち可動部上に位置する第２接続部分における可動部の反対側の表面に接
続されていてもよい。この構成によれば、連結部及び可動部上に設けられた配線の劣化を
抑制することができる。
【００１４】
　本発明のアクチュエータ装置は、支持部及び可動部を支持する枠部を更に備え、支持部
は、軸線と交差する軸線周りに揺動可能となるように、枠部に連結されていてもよい。こ
の構成によれば、互いに交差する二軸のそれぞれの周りに可動部を揺動させることができ
る。
【００１５】
　本発明のアクチュエータ装置は、可動部に設けられたミラーを更に備えていてもよい。
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この構成によれば、ミラーを軸線周りに揺動させて、光の走査等に利用することができる
。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、連結部及び支持部上に設けられた配線の劣化を抑制することができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態のアクチュエータ装置の斜視図である。
【図２】図１のアクチュエータ装置の回路構成の平面図である。
【図３】図２の一部拡大図である。
【図４】図３のIV－IV線断面図である。
【図５】図３のV－V線断面図である。
【図６】第１変形例のアクチュエータ装置の第１接続部分の断面図である。
【図７】第２変形例のアクチュエータ装置の第１接続部分の断面図である。
【図８】第３変形例のアクチュエータ装置の一部拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明に係る実施形態について、図面を参照しつつ詳細に説明する。なお、以下
の説明において、同一又は相当要素には同一符号を用い、重複する説明は省略する。
【００１９】
　図１及び図２に示されるように、アクチュエータ装置１は、ミラー２と、磁界発生部３
と、枠部４と、支持部５と、可動部６と、一対の連結部７と、一対の連結部８と、を備え
ている。アクチュエータ装置１は、互いに直交する第１軸線Ｘ１及び第２軸線Ｘ２のそれ
ぞれの周りにミラー２を揺動させるＭＥＭＳデバイスとして構成されている。このような
アクチュエータ装置１は、例えば光通信用光スイッチ又は光スキャナ等に用いられる。
【００２０】
　ミラー２は、金属膜により構成された光反射膜である。ミラー２は、平面視において（
少なくとも支持部５、可動部６及び一対の連結部７が配置される平面と直交する方向から
見た場合に）円形状を呈している。ミラー２を構成する金属材料は、例えばアルミニウム
（Ａｌ）、金（Ａｕ）又は銀（Ａｇ）等である。
【００２１】
　磁界発生部３は、矩形状の平板であり、一対の主面を有している。磁界発生部３は、支
持部５に設けられたコイル１１及び可動部６に設けられたコイル１２（コイル１１，１２
については後述する）に磁界を作用させる。磁界発生部３は、例えば永久磁石等により構
成されている。磁界発生部３における磁極の配列は、例えばハルバッハ配列である。
【００２２】
　枠部４は、平面視において矩形状を呈する平板状の枠体である。枠部４は、磁界発生部
３の一方の主面上に配置されている。枠部４は、一対の連結部７を介して、支持部５、可
動部６及びミラー２等を支持している。各連結部７は、支持部５が第１軸線Ｘ１周りに揺
動可能となるように、第１軸線Ｘ１上において支持部５を枠部４に連結している。つまり
、各連結部７は、トーションバーとして機能する。各連結部７は、強度の向上及び捩りば
ね定数の調整の容易化のために、平面視において蛇行形状を呈している。
【００２３】
　支持部５は、平面視において矩形状を呈する平板状の枠体であり、枠部４の内側に位置
している。支持部５は、磁界発生部３の一方の主面と対向し且つ磁界発生部３の一方の主
面から離間するように配置されている。支持部５は、一対の連結部８を介して、可動部６
及びミラー２等を支持している。各連結部８は、可動部６が第２軸線Ｘ２周りに揺動可能
となるように、第２軸線Ｘ２上において可動部６を支持部５に連結している。つまり、各
連結部８は、トーションバーとして機能する。
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【００２４】
　図３に示されるように、各連結部８は、平面視において略矩形状を呈する平板状の部材
であり、第２軸線Ｘ２に沿って延在している。各連結部８における可動部６側の端部８ａ
は、可動部６に近づくほど幅が増加している。ここで、連結部８の幅とは、平面視におい
て第２軸線Ｘ２と直交する方向における連結部８の長さをいう。連結部８が少なくとも一
方の端部において拡幅されて支持部５又は可動部６に連結されている場合、連結部８は、
例えば、その幅が最小幅Ｗ０の１．５倍となるまでの領域である。図３では、連結部８と
支持部５との境界Ｂ、及び連結部８と可動部６との境界Ｂが二点鎖線で示されている。な
お、連結部８は、支持部５に対する可動部６の揺動時に作用する応力が最大応力の２／３
倍となるまでの領域であってもよい。
【００２５】
　図１及び図２に示されるように、可動部６は、平面視において矩形状を呈する平板状の
枠体であり、支持部５の内側に位置している。可動部６は、磁界発生部３の一方の主面と
対向し且つ磁界発生部３の一方の主面から離間するように配置されている。可動部６の内
側には、平面視において円形状を呈する配置部９が設けられている。ミラー２は、配置部
９上に配置されている。つまり、ミラー２は、可動部６に設けられている。枠部４、支持
部５、可動部６、一対の連結部７及び一対の連結部８は、例えばシリコン（Ｓｉ）により
一体に形成されている。
【００２６】
　アクチュエータ装置１は、図２に示されるように、支持部５に設けられたコイル１１と
、可動部６に設けられたコイル１２と、を更に備えている。コイル１１は支持部５に埋設
されており、コイル１２は可動部６に埋設されている。各コイル１１，１２は、例えば銅
（Ｃｕ）等の金属材料により構成されている。なお、図２では、理解を容易にするために
各配線が実線で示されているが、コイル１１，１２等の各配線は、実際には後述する絶縁
層５２及び／又は絶縁層５３によって覆われている。
【００２７】
　コイル１１は、平面視においてスパイラル状に複数周回巻回されている。コイル１１の
内側端部には、配線１４ａの一端が電気的に接続されている。コイル１１の外側端部には
、配線１４ｂの一端が電気的に接続されている。各配線１４ａ，１４ｂは、例えばアルミ
ニウム等の金属材料により構成されている。各配線１４ａ，１４ｂは、一方の連結部７上
に設けられ、支持部５から枠部４に至っている。配線１４ａの他端は、支持部５に設けら
れた電極１５ａと電気的に接続されており、配線１４ｂの他端は、支持部５に設けられた
電極１５ｂと電気的に接続されている。各電極１５ａ，１５ｂは、制御回路等と電気的に
接続される。配線１４ａは、コイル１１の上方を通るようにコイル１１と立体的に交差し
ている。
【００２８】
　コイル１２は、平面視においてスパイラル状に複数周回巻回されている。コイル１２の
内側端部には、配線１６ａの一端が電気的に接続されている。コイル１２の外側端部には
、配線１６ｂの一端が電気的に接続されている。各配線１６ａ，１６ｂは、一対の連結部
８、支持部５及び他方の連結部７上に設けられ、可動部６から枠部４に至っている。配線
１６ａの他端は、支持部５に設けられた電極１７ａと電気的に接続されており、配線１６
ｂの他端は、支持部５に設けられた電極１７ｂと電気的に接続されている。各電極１７ａ
，１７ｂは、制御回路等と電気的に接続される。配線１６ａは、コイル１２の上方を通る
ようにコイル１２と立体的に交差している。
【００２９】
　各配線１６ａ，１６ｂは、各連結部８上に設けられた第１配線２１と、支持部５上に設
けられた第２配線３１と、可動部６上に設けられた第３配線４１と、を有している。以下
、図３、図４及び図５を参照しつつ、一方の連結部８の近傍における第１配線２１、第２
配線３１及び第３配線４１の構成について説明する。他方の連結部８の近傍における第１
配線２１等の構成は、一方の連結部８の近傍における第１配線２１等の構成と同様である
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ため、その説明を省略する。なお、図３では、後述する絶縁層５２（図４及び図５参照）
が省略されている。
【００３０】
　第１配線２１は、第１金属材料により構成されている。第１配線２１は、支持部５、連
結部８及び可動部６上にわたって設けられている。第１配線２１は、第１部分２２と、第
２部分２３と、第３部分２４と、を有している。第１部分２２は、支持部５、連結部８及
び可動部６上において第２軸線Ｘ２に沿って延在している。第２部分２３は、支持部５上
において第１部分２２の支持部５側の端部から他方の連結部７側に延在している。第３部
分２４は、可動部６上において第１部分２２の可動部６側の端部から一方の連結部７側に
延在している。第１部分２２の延在方向と第２部分２３の延在方向とは互いに直交してお
り、第１部分２２の延在方向と第３部分２４の延在方向とは互いに直交している。
【００３１】
　第１配線２１は、支持部５上の端部に位置する第１接続部分２５において第２配線３１
と電気的に接続されている。第１配線２１は、可動部６上の端部に位置する第２接続部分
２６において第３配線４１と電気的に接続されている。第１接続部分２５は、第２軸線Ｘ
２から所定の距離Ｄ１離れている。距離Ｄ１は、連結部８の最小幅Ｗ０の１／２倍よりも
大きい。第２接続部分２６は、第２軸線Ｘ２から所定の距離Ｄ２離れている。距離Ｄ２は
、連結部８の最小幅Ｗ０の１／２倍よりも大きい。第１部分２２、第２部分２３及び第３
部分２４は、互いに同一の幅を有している。第１配線２１の幅Ｗ１は、連結部８の最小幅
Ｗ０の１／２倍以上であり、この例では２／３倍以上である。ここで、第１配線２１の幅
Ｗ１とは、平面視において第１配線２１の延在方向と直交する方向における第１配線２１
の長さをいう。第１部分２２については、平面視において第２軸線Ｘ２と直交する方向に
おける第１部分２２の長さをいう。なお、第１配線２１の幅Ｗ１は、例えば５０～１００
μｍ程度である。
【００３２】
　第２配線３１は、第２金属材料により構成されている。第２配線３１の一端は、第１配
線２１と電気的に接続されている。第２配線３１の他端は、電極１７ａと電気的に接続さ
れている。第２配線３１の一端には、他の部分よりも拡幅された拡幅部３２が設けられて
いる。第２配線３１は、拡幅部３２において第１配線２１の第１接続部分２５と電気的に
接続されている。
【００３３】
　第３配線４１は、第３金属材料により構成されている。第３配線４１の一端は、第１配
線２１と電気的に接続されている。第３配線４１の他端は、コイル１２と電気的に接続さ
れている。第３配線４１の一端には、他の部分よりも拡幅された拡幅部４２が設けられて
いる。第３配線４１は、拡幅部４２において第１配線２１の第２接続部分２６と電気的に
接続されている。
【００３４】
　第１配線２１を構成する第１金属材料は、第２配線３１を構成する第２金属材料よりも
剛性が高い。第１配線２１を構成する第１金属材料は、第３配線４１を構成する第３金属
材料よりも剛性が高い。換言すれば、第２配線３１を構成する第２金属材料は、第１配線
２１を構成する第１金属材料よりも剛性が低い。第３配線４１を構成する第３金属材料は
、第１配線２１を構成する第１金属材料よりも剛性が低い。第１金属材料と第２金属材料
との組合せの例としては、タングステン（Ｗ）（第１金属材料）とアルミニウム（第２金
属材料）との組合せ、タングステン（第１金属材料）と銅（第２金属材料）との組合せ、
タングステン（第１金属材料）と金（第２金属材料）との組合せ等がある。第１金属材料
と第３金属材料との組合せの例としては、タングステン（Ｗ）（第１金属材料）とアルミ
ニウム（第３金属材料）との組合せ、タングステン（第１金属材料）と銅（第３金属材料
）との組合せ、タングステン（第１金属材料）と金（第３金属材料）との組合せ等がある
。第１金属材料は、アルミニウム合金（ＡＬ－Ｃｕ等）、ニッケル（Ｎｉ）、又はプラチ
ナ（Ｐｔ）等であってもよい。
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【００３５】
　アクチュエータ装置１では、第１配線２１の幅Ｗ１は、第２配線３１の幅Ｗ２及び第３
配線４１の幅Ｗ３のそれぞれよりも大きい。第１配線２１の厚さは、第２配線３１の厚さ
及び第３配線４１の厚さのそれぞれと互いに等しい。したがって、第１配線２１の断面積
は、第２配線３１の断面積及び第３配線４１の断面積のそれぞれよりも大きい。ここで、
第２配線３１の幅Ｗ２とは、平面視において第２配線３１の延在方向と直交する方向にお
ける第２配線３１（拡幅部３２を除く）の長さをいう。第３配線４１の幅Ｗ３とは、平面
視において第３配線４１の延在方向と直交する方向における第３配線４１（拡幅部４２を
除く）の長さをいう。第１配線２１の断面積とは、第１配線２１の延在方向と直交する断
面の面積をいう。第２配線３１の断面積とは、第２配線３１の延在方向と直交する断面の
面積をいう。第３配線４１の断面積とは、第３配線４１の延在方向と直交する断面の面積
をいう。なお、第２配線３１の幅は、例えば５～１０μｍ程度である。
【００３６】
　図４に示されるように、アクチュエータ装置１は、絶縁層５１，５２，５３を更に備え
ている。各絶縁層５１，５２，５３は、例えばシリコン酸化膜（ＳｉＯ２）である。
【００３７】
　絶縁層５１は、枠部４、支持部５、可動部６、一対の連結部７及び一対の連結部８の表
面に設けられている。第１配線２１は、絶縁層５１上に設けられている。つまり、第１配
線２１は、絶縁層５１を介して支持部５上に設けられている。
【００３８】
　絶縁層５２は、第１配線２１を覆うように絶縁層５１上に設けられている。絶縁層５２
は、枠部４、支持部５、可動部６、一対の連結部７及び一対の連結部８上にわたって設け
られている。絶縁層５２は、第１接続部分２５における支持部５の反対側の表面２５ａを
露出させる第１開口５２ａを有している。第１開口５２ａは、平面視において円形状を呈
する穴である。第１開口５２ａは、第１接続部分２５の角２５ｂから所定の距離離れてい
る。絶縁層５２は、第１接続部分２５の角２５ｂを覆っている。絶縁層５２における支持
部５の反対側の表面のうち角２５ｂに対応する領域５３ｄは、支持部５の反対側に向けて
凸状に湾曲している。ここで、第１接続部分２５の角２５ｂとは、第１接続部分２５にお
ける表面２５ａの外縁に沿った部分（第１接続部分２５において少なくとも２つの表面が
交差する部分）をいう。
【００３９】
　第２配線３１は、絶縁層５２上に設けられている。つまり、第２配線３１は、絶縁層５
１，５２を介して支持部５上に設けられている。第２配線３１の拡幅部３２は、第１開口
５２ａを覆うように、第１接続部分２５に乗り上げている。拡幅部３２の一部３２ａは、
第１開口５２ａ内に配置され、第１開口５２ａにおいて第１接続部分２５の表面２５ａと
接続されている。拡幅部３２は、支持部５の反対側の表面において第１開口５２ａと対応
する位置に、凹部３２ｂを有している。凹部３２ｂは、第２配線３１の形成時に拡幅部３
２の一部３２ａが第１開口５２ａ内に入り込むことにより形成される。
【００４０】
　第１配線２１と第３配線４１との電気的な接続構造は、上述した第１配線２１と第２配
線３１との電気的な接続構造と同様である。すなわち、図３に示されるように、絶縁層５
２は、第２接続部分２６における可動部６の反対側の表面２６ａを露出させる第２開口５
２ｂを有している。第２開口５２ｂは、平面視において円形状を呈する穴である。第２開
口５２ｂは、第２接続部分２６の角２６ｂから所定の距離離れている。絶縁層５２は、第
２接続部分２６の角２６ｂを覆っている。絶縁層５２における可動部６の反対側の表面の
うち角２６ｂに対応する領域は、可動部６の反対側に向けて凸状に湾曲している。ここで
、第２接続部分２６の角２６ｂとは、第２接続部分２６における表面２６ａの外縁に沿っ
た部分（第２接続部分２６において少なくとも２つの表面が交差する部分）をいう。
【００４１】
　第３配線４１は、絶縁層５２上に設けられている。つまり、第３配線４１は、絶縁層５



(8) JP 6691784 B2 2020.5.13

10

20

30

40

50

１，５２を介して可動部６上に設けられている。第３配線４１の拡幅部４２は、第２開口
５２ｂを覆うように、第２接続部分２６に乗り上げている。拡幅部４２の一部は、第２開
口５２ｂ内に配置され、第２開口５２ｂにおいて第２接続部分２６の表面２６ａに接続さ
れている。拡幅部４２は、支持部５の反対側の表面において第２開口５２ｂと対応する位
置に、凹部を有している。当該凹部は、第３配線４１の形成時に拡幅部４２の一部が第２
開口５２ｂ内に入り込むことにより形成される。
【００４２】
　絶縁層５３は、第２配線３１及び第３配線４１を覆うように、絶縁層５２上に設けられ
ている。絶縁層５３は、枠部４、支持部５、可動部６、一対の連結部７及び一対の連結部
８上にわたって設けられている。絶縁層５３は、支持部５の反対側の表面において第１開
口５２ａと対応する位置に、凹部５３ａを有している。凹部５３ａは、絶縁層５３の形成
時に絶縁層５３の一部が凹部３２ｂ内に入り込むことにより形成される。絶縁層５３は、
支持部５の反対側の表面において第２開口５２ｂと対応する位置に、凹部を有している。
絶縁層５３の当該凹部は、絶縁層５３の形成時に絶縁層５３の一部が拡幅部４２の凹部内
に入り込むことにより形成される。
【００４３】
　図５に示されるように、可動部６には、コイル１２に対応する形状を呈する溝部５５が
設けられている。溝部５５の内面には、絶縁層５１が設けられている。溝部５５内の絶縁
層５１上には、シード層５６が設けられている。シード層５６は、例えば窒化チタン（Ｔ
ｉＮ）により構成されている。コイル１２は、絶縁層５１及びシード層５６を介して溝部
５５内に配置されている。コイル１２は、例えばダマシン法によって溝部５５内に例えば
銅等の金属材料を埋め込むことにより形成される。絶縁層５２は、溝部５５内に配置され
たコイル１２を覆うように設けられている。第３配線４１は、コイル１２の内側端部を露
出させるように絶縁層５２に設けられた開口を介して、コイル１２と電気的に接続されて
いる。
【００４４】
　コイル１２の形成過程において、コイル１２における絶縁層５２側の表面とシード層５
６との境界に沿って溝部１３が形成される。絶縁層５２は、可動部６の反対側の表面にお
いて溝部１３と対応する位置に、溝部５２ｃを有している。溝部５２ｃは、絶縁層５２の
形成時に絶縁層５２の一部が溝部１３内に入り込むことにより形成される。第３配線４１
は、可動部６の反対側の表面において溝部１２ａと対応する位置に、溝部４１ａを有して
いる。溝部４１ａは、第３配線４１の形成時に第３配線４１の一部が溝部５２ｃ内に入り
込むことにより形成される。絶縁層５３は、可動部６の反対側の表面において溝部１２ａ
と対応する位置に、溝部５３ｂを有している。溝部５３ｂは、絶縁層５３の形成時に絶縁
層５３の一部が溝部４１ａ内に入り込むことにより形成される。
【００４５】
　アクチュエータ装置１では、コイル１１に電流が流れると、磁界発生部３で生じる磁界
により、コイル１１内を流れる電子に所定の方向にローレンツ力が生じる。これにより、
コイル１１は所定の方向に力を受ける。このため、コイル１１に流れる電流の向き又は大
きさ等を制御することで、支持部５を第１軸線Ｘ１周りに揺動させることができる。同様
に、コイル１２に流れる電流の向き又は大きさ等を制御することで、可動部６を第２軸線
Ｘ２周りに揺動させることができる。よって、コイル１１及びコイル１２の電流の向き又
は大きさ等をそれぞれ制御することにより、互いに直交する第１軸線Ｘ１及び第２軸線Ｘ
２それぞれの周りにミラー２を揺動させることができる。また、可動部６の共振周波数に
対応する周波数の電流をコイル１２に流すことで、可動部６を共振周波数レベルで高速に
揺動させることもできる。
【００４６】
　以上説明したアクチュエータ装置１では、連結部８上に設けられた第１配線２１を構成
する第１金属材料は、支持部５上に設けられた第２配線３１を構成する第２金属材料より
も剛性が高い。これにより、連結部８上に設けられた第１配線２１の劣化が抑制される。
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このとき、連結部８及び支持部５上に設けられた配線全体が高剛性の第１金属材料により
構成されることに起因する支持部５の変形（反り等）も抑制される。また、第１配線２１
と第２配線３１とは、支持部５上に位置する第１接続部分２５において互いに接続されて
いる。これにより、第１接続部分２５に作用する応力が低減され、第１接続部分２５の劣
化が抑制される。更に、アクチュエータ装置１では、第２配線３１は、第１接続部分２５
における支持部５の反対側の表面２５ａにおいて第１配線２１に接続されている。これに
より、第１配線２１から第２配線３１に作用する応力が支持部５の反対側に逃がされるた
め、第１金属材料よりも剛性が低い第２金属材料からなる第２配線３１の劣化が抑制され
る。すなわち、第２配線３１の端部が第１配線２１と支持部５との間に挟まれる場合のよ
うに、第２配線３１から第１配線２１に作用する応力と支持部５からの反力とが第２配線
３１の端部に集中的に作用してしまうことが回避される。よって、アクチュエータ装置１
によれば、連結部８及び支持部５上に設けられた配線１６ａ，１６ｂの劣化を抑制するこ
とができる。更に、第１配線２１と第２配線３１とが直接に接続されているため、連結部
８及び支持部５上に設けられた配線の低抵抗化を図ることができる。
【００４７】
　アクチュエータ装置１では、第１接続部分２５は、第２軸線Ｘ２から所定の距離Ｄ離れ
ている。これにより、支持部５上において他の構成（例えば、コイル１１）を設けるため
の領域を確保しつつ、第１接続部分２５に作用する応力を低減させることができる。すな
わち、第１接続部分２５と連結部８との間の第２軸線Ｘ２に沿っての距離を確保すること
により第１接続部分２５に作用する応力を低減させる場合と比較して、支持部５上におい
て他の構成を設けるための領域を確保することができる。
【００４８】
　アクチュエータ装置１では、距離Ｄは、連結部８の最小幅Ｗ０の１／２倍よりも大きい
。これにより、支持部５上において他の構成を設けるための領域を確保しつつ、第１接続
部分２５に作用する応力をより一層低減させることができる。
【００４９】
　アクチュエータ装置１では、第１配線２１の断面積は、第２配線３１の断面積よりも大
きい。これにより、第２配線３１を構成する第２金属材料の比抵抗よりも第１配線２１を
構成する第１金属材料の比抵抗は高いとしても、第１配線２１の抵抗値の増大を抑制する
ことができる。
【００５０】
　アクチュエータ装置１では、第１配線２１の幅は、第２配線３１の幅よりも大きい。こ
れにより、連結部８の捩りが妨げられるのを抑制しつつ、第１配線２１の断面積を確保し
て第１配線２１の抵抗値の増大を抑制することができる。
【００５１】
　アクチュエータ装置１では、連結部８上に設けられた第１配線２１を構成する第１金属
材料は、可動部６上に設けられた第３配線４１を構成する第３金属材料よりも剛性が高い
。また、第１配線２１と第３配線４１とは、可動部６上に位置する第２接続部分２６にお
いて互いに接続されている。更に、絶縁層５２によって第２接続部分２６の角２６ｂが覆
われ、第１配線２１と第３配線４１とは、絶縁層５２の第２開口５２ｂによって露出させ
られた第２接続部分２６における可動部６の反対側の表面２６ａにおいて互いに接続され
ている。よって、連結部８及び可動部６上に設けられた配線１６ａ，１６ｂの劣化を抑制
することができる。
【００５２】
　アクチュエータ装置１では、支持部５及び可動部６を支持する枠部４を更に備え、支持
部５は、第２軸線Ｘ２と直交する第１軸線Ｘ１周りに揺動可能となるように、枠部４に連
結されている。これにより、互いに直交する二軸のそれぞれの周りに可動部６を揺動させ
ることができる。
【００５３】
　アクチュエータ装置１は、可動部６に設けられたミラー２を更に備えている。これによ
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り、ミラー２を第１軸線Ｘ１及び第２軸線Ｘ２のそれぞれの周りに揺動させて、光の走査
等に利用することができる。
【００５４】
　アクチュエータ装置１では、絶縁層５２によって第１接続部分２５の角２５ｂが覆われ
、第１配線２１と第２配線３１とは、絶縁層５２の第１開口５２ａによって露出させられ
た第１接続部分２５における支持部５の反対側の表面２５ａにおいて互いに接続されてい
る。これにより、第１配線２１から第２配線３１に作用する応力が絶縁層５２によって低
減されるため、第１金属材料よりも剛性が低い第２金属材料からなる第２配線３１の劣化
が抑制される。これによっても、アクチュエータ装置１によれば、連結部８及び支持部５
上に設けられた配線１６ａ，１６ｂの劣化を抑制することができる。
【００５５】
　アクチュエータ装置１では、第１開口５２ａは、第１接続部分２５の角２５ｂから離れ
ている。これにより、第１配線２１から第２配線３１に作用する応力を確実に低減させる
ことができる。
【００５６】
　アクチュエータ装置１では、絶縁層５２における支持部５の反対側の表面のうち角２５
ｂに対応する領域５３ｄは、支持部５の反対側に向けて凸状に湾曲している。これにより
、第１配線２１から第２配線３１に作用する応力をより一層低減させることができる。
【００５７】
　以上、本発明の一実施形態について説明したが、本発明は、上記実施形態に限られない
。例えば、図６に示される第１変形例のように、第１配線２１と第２配線３１とは、互い
の間に絶縁層５２が介されることなく接続されてもよい。第１変形例では、第１配線２１
は、絶縁層５２上に設けられている。第２配線３１は、第１配線２１上に設けられている
。第２配線３１の拡幅部３２は、第１接続部分２５に乗り上げている。拡幅部３２は、第
１接続部分２５の表面２５ａと接続されている。このような第１変形例によっても、上記
実施形態と同様に、連結部８及び支持部５上に設けられた配線１６ａ，１６ｂの劣化を抑
制することができる。また、第１変形例と同様に、第１配線２１と第３配線４１とは、互
いの間に絶縁層５２が介されることなく接続されてもよい。
【００５８】
　図７に示される第２変形例のように、絶縁層５１に代えて拡散層５８が設けられていて
もよい。拡散層５８は、支持部５、可動部６及び一対の連結部８の表面において、第１配
線２１と接触する領域に設けられている。拡散層５８は、例えば、ｎ型のシリコン基板の
表面にｐ型の不純物が拡散されることにより形成された拡散領域である。このような第２
変形例によっても、上記実施形態と同様に、連結部８及び支持部５上に設けられた配線１
６ａ，１６ｂの劣化を抑制することができる。また、第２変形例によれば、拡散層５８が
第１配線２１の一部として機能することから、拡散層５８での絶縁を確保しつつ、連結部
８及び支持部５上に設けられた配線１６ａ，１６ｂの低抵抗化を図ることができる。更に
、第１金属材料がタングステンである場合、タングステンは拡散層５８に付着し易いこと
から、第１配線２１を連結部８上に安定的に設けることができる。
【００５９】
　図８に示される第３変形例のように、各連結部８における支持部５側の端部８ｂは、支
持部５に近づくほど幅が増加していてもよい。図８では、連結部８と支持部５との境界Ｂ
、及び連結部８と可動部６との境界Ｂが二点鎖線で示されている。このような第３変形例
によっても、上記実施形態と同様に、連結部８及び支持部５上に設けられた配線１６ａ，
１６ｂの劣化を抑制することができる。
【００６０】
　上記実施形態において、第１配線２１、第２配線３１及び第３配線４１は、連結部８だ
けでなく連結部７にも設けられてもよい。この場合、第１配線２１が連結部７上に設けら
れ、第２配線３１が枠部４上に設けられて電極１５ａ，１５ｂ又は電極１７ａ，１７ｂと
電気的に接続され、第３配線４１が支持部５上に設けられてコイル１１又は上記実施形態
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の第２配線３１と電気的に接続される。連結部７は、直線状であってもよい。連結部８は
、可動部６が第２軸線Ｘ２周りに揺動可能となるように、第２軸線Ｘ２上において可動部
６を支持部５に連結していればよく、任意の形状であってよい。
【００６１】
　上記実施形態では、絶縁層５２は、枠部４上、支持部５上、可動部６上、一対の連結部
７上及び一対の連結部８上にわたって設けられていたが、少なくとも第１配線２１と第２
配線３１又は第３配線４１との間に介在するように設けられていればよい。第１開口５２
ａ及び第２開口５２ｂの形状は、円形状に限られない。第１開口５２ａ及び第２開口５２
ｂは、例えば矩形状又は菱形状等を呈していてもよい。第１開口５２ａ及び第２開口５２
ｂは、例えば第２部分２３又は第３部分２４の延在方向にも開口する切り欠き形状を呈し
ていてもよい。絶縁層５２は、設けられなくてもよい。
【００６２】
　第１開口５２ａの一部は、第１接続部分２５の角２５ｂに接していてもよい。この構成
によっても、角２５ｂが絶縁層５２により覆われるので、上記実施形態と同様に、第１配
線２１から第２配線３１に作用する応力を低減させることができる。第２開口５２ｂの一
部は、第２接続部分２６の角２６ｂに接していてもよい。この構成によっても、角２６ｂ
が絶縁層５２により覆われるので、上記実施形態と同様に、第１配線２１から第２配線３
１に作用する応力を低減させることができる。絶縁層５２における支持部５の反対側の表
面のうち角２５ｂに対応する領域は、凸状に湾曲していなくてもよく、例えば平面状であ
ってもよい。この構成によっても、上記実施形態と同様に、第１配線２１から第２配線３
１に作用する応力を低減させることができる。絶縁層５２における可動部６の反対側の表
面のうち角２６ｂに対応する領域は、凸状に湾曲していなくてもよく、例えば平面状であ
ってもよい。この構成によっても、上記実施形態と同様に、第１配線２１から第２配線３
１に作用する応力を低減させることができる。
【００６３】
　第１接続部分２５は、第２軸線Ｘ２から所定の距離離れていればよく、連結部８の最小
幅Ｗ０の１／２倍よりも大きい距離Ｄ１離れていなくてもよい。同様に、第２接続部分２
６は、第２軸線Ｘ２から所定の距離離れていればよく、連結部８の最小幅Ｗ０の１／２倍
よりも大きい距離Ｄ２離れていなくてもよい。第２配線３１には拡幅部３２が設けられな
くてもよく、第３配線４１には拡幅部４２が設けられなくてもよい。第３配線４１は、金
属材料からなる他の部材を介してコイル１２と電気的に接続されてもよい。
【００６４】
　第１配線２１において、第１部分２２と第２部分２３又は第３部分２４とは、垂直以外
の角度で交差してもよい。あるいは、第１配線２１の全体が連結部の延在方向に沿って真
っ直ぐに延在していてもよい。この場合、第１接続部分２５は第２軸線Ｘ２上に位置する
。第１部分２２、第２部分２３、及び第３部分２４は、互いに同一の幅を有しなくてもよ
い。この場合、第１配線２１の幅とは、第１部分２２、第２部分２３及び第３部分２４に
おける最小幅又は最大幅をいう。
【００６５】
　第１配線２１の断面積が第２配線３１の断面積よりも大きければよく、第１配線２１の
幅Ｗ１は第２配線３１の幅Ｗ２よりも小さくてもよい。例えば、第１配線２１の厚さが第
２配線３１の厚さよりも大きいことにより、第１配線２１の断面積が第２配線３１の断面
積よりも大きくてもよい。ただし、連結部８の捩りが妨げられるのを抑制することができ
る点、及び製造を容易化できる点で、上記実施形態の方が好ましい。同様に、第１配線２
１の断面積が第３配線４１の断面積よりも大きければよく、第１配線２１の幅Ｗ１は第３
配線４１の幅Ｗ３よりも小さくてもよい。第１配線２１の断面積は、第２配線３１又は第
３配線４１の断面積以下であってもよい。
【００６６】
　アクチュエータ装置１は、ミラー２以外を駆動するものであってもよい。ミラー２の形
状は、円形状に限られない。ミラー２は、例えば矩形状又は菱形状等を呈していてもよい
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。上記実施形態では、ミラー２の揺動（駆動）は、電磁力によって行われているが、例え
ば圧電素子によって行われてもよい。この場合、コイル１１，１２に代えて、圧電素子に
電圧を印加するための配線が設けられる。磁界発生部３は省略されてもよい。
【００６７】
　第１軸線Ｘ１と第２軸線Ｘ２とは、直交していなくてもよく、互いに交差していればよ
い。アクチュエータ装置１は、第２軸線Ｘ２の周りのみに揺動させるものであってもよい
。この場合、枠部４及び連結部７は省略されてもよく、制御回路等との電気的な接続のた
めの電極は支持部５に設けられてもよい。連結部８は、その幅が最小幅Ｗ０の２倍となる
までの領域であってもよい。あるいは、連結部８は、支持部５に対する可動部６の揺動時
に作用する応力が最大応力の１／２倍となるまでの領域であってもよい。
【符号の説明】
【００６８】
１…アクチュエータ装置、２…ミラー、３…磁界発生部、４…枠部、５…支持部、６…可
動部、８…連結部、１２…コイル、２１…第１配線、２５…第１接続部分、２５ａ…表面
、２５ｂ…角、２６…第２接続部分、２６ａ…表面、２６ｂ…角、３１…第２配線、４１
…第３配線。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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